蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付要綱

平成２３年３月２日

市 　長 　決 　裁
(趣旨）

第1条 この要綱は、蓮田市建築物耐震改修促進計画に基づき既存建築物の耐震化の促進を図るため、市内の既存木造住宅の耐震改修工事に要した費用の一部を予算の範囲内で、補助することに関して、必要な事項を定めるものとする。

２　前項の補助金の交付に関しては、蓮田市補助金等交付規則（平成１２年蓮田市規則第４１号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

(定義）

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(1)  耐震診断　財団法人日本建築防災協会の「木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づく一般診断法又は精密診断法により建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者が木造住宅の地震に対する安全性を評価することをいう。

(2)  耐震改修　耐震診断による上部構造評点（財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める一般診断法による上部構造評点をいう。以下同じ。）が１．０未満又は地盤若しくは基礎が安全でないと診断された建築物について、上部構造評点が１．０以上並びに地盤及び基礎が安全となるよう改修することをいう。

(補助対象建築物）

第3条 補助金の交付の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」という。）は、蓮田市既存建築物耐震診断補助金交付要綱（平成２２年３月１９日市長決裁）による耐震診断の結果、総合評価の上部構造評点が１．０未満又は地盤若しくは基礎が安全でないと診断された建築物とする。

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する建築物については、補助対象建築物から除く。

(1)　建築基準法又は都市計画法などの関係法令に違反している建築物

(2)　過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けた建築物

(補助対象者）

第４条　補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる者とする。

(1)  住宅の所有者又は所有者の同意を得た居住者

(2)  前号の者が複数いる場合は、そのうちの一人を補助対象者とする

２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は補助金の交付対象者から除く。

(1）市長が補助金を交付することが適当でないと判断した者

(補助対象工事）

第５条　補助金の交付対象となる耐震改修は、総額が３０万円以上の工事とする。

(補助金の額）

第6条 補助金の額は、次に掲げる額の合計額とする。

(1)  耐震改修工事に要した費用の２３%に相当する額（１，０００円未満切捨て）とし、３０万円を限度とする。

(2)  租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１９の２に規定する所得税の特別控除の額

２　補助金の交付に当たっては、前項に規定する補助の額から同項第２号の額をあらかじめ差し引いて、同項第１号の額を交付するものとする。

(交付申請）

第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、様式第１号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付申請書に次に掲げる書類を添付し、市長に申請しなければならない。

(1)  案内図及び配置図

(2)  登記事項証明書等の建築物の所有者及び建築年月日を証明することができる書類

(3)  耐震診断の結果報告書

(4)  耐震改修計画書等

(5)  耐震改修工事の見積書の写し
(6)  住宅の共有者又は所有者の同意を得た居住者が申請する場合は、様式第２号の同意書

(交付決定通知）

第8条 　市長は前条に規定する申請があったときはこれを審査し、補助金を交付するか否かを決定し、様式第3号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付決定通知書または、様式第4号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金不交付決定通知書により、申請者に通知するものとする。

(変更申請等）

第9条 前条において、蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付決定通知書の通知を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、その耐震改修工事の内容を変更しようとするときは、様式第5号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金変更申請書にその内容を証する書類を添えて、市長に提出しなければならない。

２　市長は前項の申請があったときは、その内容を審査し適当と認めるときは、様式第6号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付変更承認通知書により、補助対象者に通知するものとする。

(実績報告）

第１０条　補助対象者は、耐震改修工事が完了したときは、速やかに様式第7号の蓮田市既存建築物耐震改修実績報告書に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。

(1)  耐震改修後の耐震診断結果報告書

(2)  耐震改修工事に要した費用の領収書の写し

(3)  現場写真（施行前、施工中及び施工後）

(4)  耐震改修工事図書（補強方法等の耐震改修工事の内容が分かるもの）

(補助金交付額の決定通知）

第１１条　市長は前条に規定する報告を受けたときは、速やかにこれを審査し、適合すると認めるときは補助金交付額を確定し、補助対象者に様式第8号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付額決定通知書により通知するものとする。

(補助金の請求および交付）

第１２条　前条の通知を受け取った補助対象者は、様式第9号の蓮田市既存建築物耐震改修補助金交付請求書により、市長に補助金の交付を請求するものとする。この場合において、住宅の共有者がいる場合は、様式第10号の委任状を併せて提出するものとする。
２　市長は前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を補助対象者に交付するものとする。

(交付決定の取消し及び補助金の返還）

第１３条　市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消し、または、すでに交付した補助金の全部もしくは一部を返還させることができる。

(1)  虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき

(2)  前号に掲げるほか、不適当と認められる事実があったとき

(その他）

第１４条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２３年4月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２４年4月１日から施行する。
